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宮崎市都市計画区域外における開発行為に関する指導要綱
平成１８年１２月２７日告示第５００号
（目　的）
第１条　この要綱は、都市計画区域外における開発行為に関し、他法令に特別の定めがある場合を除くほか、必要な事項を定めることにより、開発区域及びその周辺の地域における自然の保護・環境の保全及び災害等の防止を図り、もって地域の秩序ある整備及び一定の宅地水準の確保に資することを目的とする。

（用語の定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１）開発行為とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画・形質の変更に関する行為をいう。
（２）開発区域とは、開発行為をする土地の区域をいう。
（３）事業者とは、開発行為を行う者をいう。
（４）公共施設とは、道路、公園、下水道、緑地、広場、河川、運河、水路及び消防の用に供する貯
　　　水施設をいう。

（５）公益施設とは、市民生活の福祉の増進に必要な水道施設、集会所施設、清掃施設、教育施設そ

　　　の他住民の共同の福祉又は利益のために必要な施設をいう。

（適用範囲）
第３条　この要綱は、都市計画区域外において、開発区域の面積（既存の開発区域に隣接して事業を行い、又は機能的に一体とみなされる開発行為にあっては、その合計の面積）が0.3ha以上1ha未満の開発行為に適用する。
２　開発行為の目的が都市計画法第２９条のただし書きに該当するものについては、この要綱は適用しない。

（事業者の責務）
第４条　事業者は、国・県及び市の公共施設等の整備に関する計画に適合するよう開発行為の計画を策定するとともに国・県及び市の実施する施策に協力しなければならない。

２　事業者は、地域住民の意思を尊重し、その理解と協力が得られるよう努めなければならない。

３　事業者は、開発行為に起因して他に災害を発生させた場合には、責任をもってその損害を処理しなければならない。

（開発行為の計画基準）
第５条　開発行為の計画は、次の各号に掲げるところに従って定めなければならない。

（１）良好な自然環境を有する地域及び自然環境を保全すべき区域は原則として開発区域に含めてはならないものであること。

（２）土地の区画・形質の変更を最小限にとどめるとともに、植生の回復等適切な措置を講ずるものであること。

（３）積極的に緑地及び樹林地を配置するよう措置するものであること。

（４）がけくずれ、土砂の流出、地すべり及び出水等の災害の防止に万全の措置を講じ、治山、治水及び水源の涵養に支障を及ぼさないものであること。
（５）指定文化財及び埋蔵文化財等の保護について、文化財保護法（昭和２５年第２１４号）に基づき、適切な措置を講ずるものであること。

（６）道路・下水道等の施設を適切に整備するものであること。

（７）地域住民の生活環境に支障を及ぼすことのないよう配慮するものであること。
（８）必要な消防水利施設等が整備されるものであること。

（９）規模・環境に応じ、公園、広場、緑地、集会所、その他公共施設、公益施設が配備されるものであること。

２　開発行為に関する設計は、前項に定める基準による他、宮崎市開発指導基準に準じるものとする。

３　前項の基準の他、区域の状況、個々の内容に応じ、市長及び関係機関の長の指示するところによるものとする。

（開発行為の事前届出）
第６条　事業者は、開発行為を行おうとするときは、あらかじめ開発行為の計画について市長に届出を行うものとする。
２　事業者は、前項の届出をするにあたっては、その他土地に関する他の法令の規定に基づく許可、認可又は届出等に必要な手続きを行うものとする。
３　事業者は、開発行為に関係のある公共施設の管理者、又は管理者となるべき者及びその他の関係者と協議をし、その同意を得なければならない。

４　市長は、第１項の届出があったときは開発行為の計画、その他必要な事項を審査し、必要に応じて技術的助言又は意見を通知するものとする。
５　市長は、前項の規定による通知をしようとする場合において、当該事前届出に係る開発行為の目的及び開発区域の位置、規模等について、この要綱の目的の達成のため必要と認めるときは、庁内調整を行うものとする。

（報告）

第７条　事業者は、前条第３項の規定に基づく協議を終了したときには、その内容等について市長に報告を行うものとする。

（開発計画の変更等の届出)

第８条　事業者は、開発行為の計画について全体、又は一部を変更し、中止し、又は廃止しようとする場合は、あらかじめその旨を市長に届出を行うものとする。当該開発行為の変更、中止又は廃止に伴って必要となる災害防止等のための措置についても、又同様とする。
（協定の締結）
第９条　市長は、開発行為の適切な施行を確保するため特に必要があると認めるときは、自然・環境の保全、公害及び災害の防止その他必要な事項について事業者と協定を締結するものとする。

（勧告等）
第１０条　市長は、第６条の開発行為の事前届出又は第８条の開発行為の計画の変更届出を受けた場合において、当該届出に係る事項の確実な実施をはかるため、必要があると認めるときは事業者に対して、必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。
２　市長は、前項の規定による勧告をした場合において必要があると認めるときは、その勧告を受けた者に対し、その勧告に基づいて講じた措置について報告を求めることができる。
３　市長は、前項に定める場合の他、事業者に対し開発計画の適正な実施の確保に資するため必要と認めるときは開発行為の施工状況について必要な報告を求め、又は、土地の所有者等の承諾を得た上で、現場に立入り、必要な調査をすることができる。
（公共施設等の寄付）

第１１条　事業者は、第６条第３項の規定に基づき、市に移管される公共施設、公益的施設等に関する工事を完了したときは、公共施設の管理者の確認検査を受けるものとする。
２　事業者は、前項の確認検査後、速やかに各管理者と移管手続きを行うものとする。なお、移管手続きが完了するまでの間は、事業者が管理責任を負うものとする。
（委任）
第１２条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。

付　則
１　この要綱は、平成１９年　４月　１日から施行する。
２　この要綱施行の際、すでに工事に着手しているものについては、適用しない。
宮崎市都市計画区域外における開発行為事務取扱要領

宮崎市都市計画区域外における開発行為事務取扱要領

　　　　　　　　　　　　　　（平成１８年１２月２７日告示第５００号）

１ 目的

この要領は、宮崎市都市計画区域外における開発行為に関する指導要綱（平成１８年１２月２７日告示第５００号。以下「要綱」という。）第６条第１項の規定に基づく開発行為に係る事前届出の手続等に関し、必要な事項を定めるものとする。

２ 用語の定義

　　この要領における用語の意義は、要綱第２条に定めるところによるものとする。

３ 開発行為に係る相談

　　市長は、この要領の運用に先立ち、事業者から開発行為の該当性について相談を受けたときは、誠実にこれを遂行するものとする。

４ 事前届出による指導

（１）事業者は、開発行為における基本的な土地利用計画（以下「基本計画」という。）を行うに当たっては、市長から事前指導を受けるため、開発行為事前届出書（様式第１号）により市長に届出を行うものとする。

（２）前号の届出書には、次に掲げる図書を添付するものとする。

　　　　　ア　開発区域位置図（１／２５，０００）

　　　　　イ　開発区域図　　（１／　２，５００）

　　　　　ウ　公図

　　　　　エ　現況図

　　　　　オ　土地利用計画図（造成行為がある場合は縦横断図）

　　　　　力　排水施設計画平面図

　　　　　キ　現況写真

　　　　　ク　その他市長が必要と認める図書

（３）市長は、第１号の届出があった場合は、必要な指導及び助言に努めるものとする。

５　事前協議

（１）事業者は、前項の事前指導及び助言を受け、開発行為に関する工事の実施設計に当たっての詳細な協議（以下「事前協議」という。）を行うため、開発行為の計画について関係各課と協議するものとする。ただし、事前協議事項が消防水利に係るものにあっては消防長、上下水道施設に係るものにあっては上下水道事業管理者と協議するものとする。

（２）前号の協議には、必要に応じて別表１に定める図書を添付するものとする。

（３）事前協議は、要綱第６条３項に規定する同意又は協議を兼ねるものとする。ただし、開発区域内に市が管理している公共施設が存する場合は、事前に当該公共施設の管理者の同意を必要とするものとする。

（４）市長及び消防水利に係るものにあっては消防長、上下水道施設に係るものにあっては上下水道事業管理者（以下「市長等」という｡）は、必要に応じて公共公益施設に関する同意・協議書（参考様式第２）等により、事前協議が整った旨の確認を行うものとする。

６　開発行為に関する同意・協議内容の報告

（１）事業者は要綱第７条の規定により、要綱第６条第３項に規定する協議を終了したときは、その内容等について、開発行為に関する同意協議結果報告書（様式第２号）により市長に報告を行うものとする。

７　開発行為の施行に当たっての準備

（1） 事業者は、開発行為の施行に当たり、開発区域内に開発行為の妨げとなる権利を有する者があるときには、できる限り当該権利者全員の同意を得るよう努めるものとする。

（2） 事業者は､開発行為の施行に当たり、他の法令に基づく許認可等を必要とするときには、事前に当該許認可等の手続を行うものとする。

８　開発行為の変更の届出

（１）事業者は要綱第８条の規定により、開発行為の計画について全体、又は一部を変更し、中止し、又は廃止しようとする場合は、開発行為変更等届出書（様式第３号）により市長に届出を行い、必要な事項について、市長等と協議するものとする。
９　公共施設工事の検査

（１）事業者は、公共施設の工事が完了したときは、市長等に公共施設工事完了届（参考様式第３）を届け出、確認検査を受けるものとする。ただし、工事中において検査が必要になったときは、その都度当該確認検査を受けるものとする。
（２）事業者は、前項の公共施設工事完了届を届け出るに当たっては、あらかじめ当該公共施設の工事が要綱第６条第３項の規定による協議内容に適合していることを確認するものとする。

（３）第１号の公共施設工事完了届には、開発区域位置図、公共施設測量図、完工図及び公共施設に関する工事写真（工事写真撮影要領に基づき撮影されたものに限る｡）を添付するものとする。

（４）事業者は、第１号の確認検査で市長等から指示を受けたときは、これを誠実に履行するものとする。

（５）事業者は、第１号の確認検査前までに、市長等と協議のうえ、境界杭又は境界プレートを設置するものとする。

１０　公共施設の移管手続

（１）事業者は、要綱第６条第３項に規定する協議で市長等が公共施設の登記を行うこととなったときは公共施設移管登記書類届出書（参考様式第４）を市長等に届け出るものとする。

（２）前号の届出書には、別表２に定める図書を添付するものとする。

（３）事業者は、当該公共施設に係る土地に所有権以外の権利があるときは、その権利を抹消する

　　　ものとする。

（４）事業者は、要綱第６条第３項に規定する協議で市長等が公共施設を管理することとなったときは、公共施設管理引継書（参考様式第５）を市長等に届け出るものとする。

（５）前号の管理引継書には、別表３に定める図書を添付するものとする。

（６）市長等が管理することとなる公共施設については、原則として市に寄付された日から管理を

　行うものとする。ただし、要綱第６条第３項に規定する協議で管理について別の定めがあるときについては、この限りでない。

（都外）

様式第１号

年　　月　　日

開　発　行　為　事　前　届　出　書

宮 崎 市 長 　殿

事業者　住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　

電話

代理者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　 　　　　　　印

電話

宮崎市都市計画区域外における開発行為事務取扱要領第４項第１号の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

	開発行為の場所
	宮崎市

	開発行為の目的
	□ 宅 地 分 譲　　□ その他(　　　　　　　　             　　　　　)

	開発区域面積
	㎡　　　　　

	計画の概要
	宅地分譲
	区画数

(戸建)
	(　　　　)戸
	区　画　面　積(　㎡　)

	
	
	
	
	平均
	
	最大
	
	最小
	

	
	上記以外の場合
	建　築　面　積
	延　床　面　積
	棟　　　　数

	
	
	㎡
	　　　　　　　　㎡
	戸

	
	
	階　　　　　　　　　　数
	高　さ
	戸　数

	
	
	地上
	階
	地下
	階
	ｍ
	戸


※添付図書　ア　開発区域位置図（１／２５，０００）　イ　開発区域図　(１／２，５００)

　　　　　　ウ　公　図　　　工　現況図　　　オ　土地利用計画図　　力　排水施設計画平面図
　　　　　　キ　現況写真　　ク　その他市長が必要と認める図書

（都外）

様式第２号（その１）
　　　　　年　　月　　日

開発行為に関する同意協議結果報告書

宮崎市長　　殿

事業者　住所　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　印　　　

代理人　住所　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　印　　　

宮崎市都市計画区域外における開発行為事務取扱要領第６項第１号の規定により、下記のとおり同意、協議を得ましたので報告します。

記

１ 開発区域の名称　　　宮崎市

２ 開発区域の面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

３ 開発行為の目的

４ 同意及び協議事項

	事項
	種　別
	管理者又は管理予定者
	土地の所有者
	同意又は協議年月日
	適　用

	同　　意
	区　域　内
	里　道
	
	
	
	

	
	
	水　路
	
	
	
	

	
	
	道　路
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	

	
	接続先道路
	
	
	
	国道　県道

	
	接続先水路
	
	
	
	

	協　　議　
	新設道路
	
	
	
	

	
	公　　園
	
	
	
	

	
	排水施設
	
	
	
	

	
	消防水利
	
	
	
	

	
	（水道施設）
	
	
	
	

	
	


（注）　接続先道路とは、開発区域内の道路が接続される道路です

※添付書類　　　ア　事前指導経過書　　イ　協定書等の写し

（都外）

様式第２号（その２）
事前指導経過書

	課　名
	担当者名及び日付
	指　　導　　経　　過

	
	
	


（都外）

様式第３号

年　　月　　日

開　発　行　為　変　更　等　届　出　書

宮 崎 市 長 　殿

事業者　住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　

電話

代理者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　 　　　　　　印

電話

宮崎市都市計画区域外における開発行為事務取扱要領第８項第１号の規定により、

下記のとおり　{　変　更　・　中　止　・　廃　止　}　したいので、届け出ます。

記

	開発行為の場所
	宮崎市

	開発行為の目的
	□ 宅 地 分 譲　　□ その他(　　　　　　　　             　　　　　)

	開発区域面積
	㎡　　　　　

	変更に係る事項
	

	変更・中止・廃止の理由
	


※変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。
（都外）

参考様式第１（その１）

年　　月　　日

開　発　行　為　事　前　協　議　申　請　書

宮 崎 市 長 　殿

事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　

　　　　電話

代理者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　

　　　　電話

宮崎市都市計画区域外における開発行為事務取扱要領第５項第１号の規定により、下記のとおり申請します。

記

開発行為の概要

	開発行為に含まれる区域

の名称（地名・地番）　
	宮崎市



	開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　

㎡

	開発行為の目的
	


※この申請書は、要綱第６条第３項に規定する同意・協議の申請を兼ねるものです。
（都外）

参考様式第１（その２）

公共公益施設協議事項一覧表

	開発区域の名称
	宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外　　　筆

	公共公益

施設の種類
	新公共施設

図面対照番号
	公共公益施設の概要
	設置される公共公益施設の管理者
	設置される公共公益

施設の土地の所有

	
	
	幅員

(ｍ)
	延長

(ｍ)
	面積

(㎡)
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	公共公益施設の整備の方針
	（道路）

（公園等）

（給排水施設）

（ 消防水利 ）
（  その他  ）


（都外）

参考様式第２（その１）

公共公益施設に関する同意・協議書

　宮崎市都市計画区域外における開発行為事務取扱要領第５項第４号の規定により、下記の開発行為について、宮崎市と事業者との間に協議が整ったことを確認します。

年　　月　　日

事業者

　　住　所

　　名　称

氏　名　　　　　　　　　　　　　　印　　　

記

１ 開発行為の概要

	開発区域に含まれる区域

の名称（地名・地番）
	宮崎市

	開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　㎡

	開発行為の目的
	

	関係する公共公益施設
	１　道　路　　２　公 園 等　３　排水施設

４　消防水利　５　水道施設

６　その他（　　　　　　　　　　）


※　この同意・協議書は、要綱第６条第３項に規定する協議を兼ねるものです。

（都外）

参考様式第２(その２)

２ 協 議 事 項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（　　　　　　 課）

	開発区域の名称
	宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外　　　　筆

	公共公益施設の
種　　　　別
	協　議　事　項
	管 理 者
	土地の所有
	費用負担

	
	新公共施設図
面対象番号
	幅員

(ｍ)
	延長

(ｍ)
	面積

(㎡)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	協 　　議 　　事 　　項
	

	協議年月日
	年　　月　　日　
	開発区域面積
	㎡　　

	協議指導者職氏名
	
	印
	


（都外）

参考様式第２(その３)

（　　　　　　　　　課） 

	開発区域の名称
	宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

外　　　　筆  

	公共公益施設の

種  　　　　別
	協　　議　　内　　容　　及　　び　　条　　件

	
	

	協議年月日
	年　　月　　日　
	開発区域面積
	　　　　　　　　　　　㎡　　

	協議指導者職氏名
	
	印
	


（都外）

参考様式第３

年　　月　　日

公　共　施　設　工　事　完　了　届

宮 崎 市 長 　殿

　　　事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　　　　　　電話

　　　代理者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　　　　　　電話

宮崎市都市計画区域外における開発行為事務取扱要領第９項第１号の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

	開　発　場　所
	宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外　　　　筆

	公共施設の種類
	

	工事完了年月日
	年　　月　　日　　～　　　　　年　　月　　日

	工　事　期　間
	年　　月　　日　　～　　　　　年　　月　　日

	工事施工者
	

	協議成立年月日
	年　　月　　日　
	事前届出番号
	宮開第　　号


?※　添付図書　　１ 開発区域位置図　　２ 工事写真　　３ 公共施設測量図　　４ 完工図

?※　工事写真は、公共施設の種類ごとに整理してください。

（都外）

参考様式第４

年　　月　　日？
公共施設移管登記書類届出書
宮 崎 市 長 　殿

 　事業者　住所

　氏名 　　　　　　　　　　　　　　印　　  

　　　 　　電話

 　代理者　住所

　　　　氏名 　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　 　　　電話

宮崎市都市計画区域外における開発行為事務取扱要領第１０項第１号の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

１ 開発区域の名称

　　　 　　宮崎市　　　　                                               ほか  　　　筆

２ 公共施設の所在

　 　　　道路

　　 　　　 宮崎市                                                       ほか  　　　筆

　 　　　公園

　　 　　　 宮崎市                                                       ほか  　　　筆

　　 　　その他(　　　　　)

　　　 　　 宮崎市                                                       ほか  　　　筆

３ 添付図書

　　　 （１）登記承諾書　　（２）位置図　　　　（３）公図　 　　 （４）土地登記簿謄本

　　　 （５）印鑑証明書　　（６）資格証明書　　（７）土地実地調査書

※添付した図書の番号に○印をつけてください。

（都外）

参考様式第５

年　　月　　日

公共施設管理引継書

宮 崎 市 長 　殿

事業者　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　　　電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代理者　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

宮崎市都市計画区域外における開発行為事務取扱要領第１０項第４号の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

１ 公共施設の種類　　　　 道路、公園、その他（　　　　）

２ 公共施設の所在

　　　道　路

　　　　　宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか　　　　筆

　　　公　園

　　　　　宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか　　　　筆

　　　その他（　　　　）

　　　　　宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか　　　　筆

３添付図書

※　添付図書の記入箇所には、公共施設の管理引継に必要な図書（別表３）を参考に記入してくだい。なお、公共施設の確認検査後においてすでに関係課に提出された図書も記入してくたさい。

※　公共施設に係る土地に国有地がある場合は、当該土地の登記簿謄本も添付してください。

（都外）
（別表１）

開発行為事前協議に必要な図書（参考）

１　消防局警防課提出分

	番号
	書 　　　類
	備　　　　　　考

	１
	開発行為事前協議申請書
	（参考様式第１）

	２
	公共公益施設協議事項一覧表
	　

	３
	その他消防長が必要と認める書類
	

	番号
	図　　　面
	縮　　　　　尺

	１
	開発区域位置図
	Ｓ＝１／２５，０００以上

	２
	開発区域図
	Ｓ＝１／２，５００以上

	３
	土地利用計画図
	Ｓ＝１／１，０００以上

	４
	給水施設計画平面図
	Ｓ＝１／５００以上

	５
	消防水利図
	

	６
	その他消防長が必要と認める図面
	


２　上下水道局水道整備課提出分

	番号
	書　　　類
	備　　　　　　考

	１
	開発行為事前協議申請書
	（参考様式第１）

	２
	公共公益施設協議事項一覧表
	

	３
	その他上下水道事業管理者が必要と認める書類
	

	番号
	図　　　面
	縮　　　　　　尺

	１
	開発区域位置図
	Ｓ＝１／２５，０００以上

	２
	開発区域図
	Ｓ＝１／２，５００以上

	３
	土地利用計画図
	Ｓ＝１／１，０００以上

	４
	給水施設計画平面図
	Ｓ＝１／５００以上

	５
	消防水利図
	

	６
	その他上下水道事業管理者が必要と認める図面
	


３　道路に関係する課提出分

	番号
	書　　　類
	備　　　　　　　考

	１
	開発行為事前協議申請書
	（参考様式第１）

	２
	構造計算書
	

	３
	安定計算書
	

	番号
	図　　　面
	縮　　　　　　尺

	１
	開発区域位置図
	Ｓ＝１／２５，０００以上

	２
	開発区域図
	Ｓ＝１／２，５００　以上

	３
	現況図
	Ｓ＝１／２，５００　以上

	４
	公　図
	

	５
	土地利用計画図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	６
	造成計画平面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	７
	造成計画縦横断面図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	８
	排水施設計画平面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	９
	道路計画縦横断面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１０
	排水施設縦横断面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１１
	崖の断面図
	Ｓ＝１／５０　以上

	１２
	擁壁の断面、構造図
	Ｓ＝１／５０　以上

	１３
	排水施設構造図
	Ｓ＝１／５０　以上

	１４
	道路構造図
	Ｓ＝１／５０　以上

	１５
	公共施設の新旧対照図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１６
	新公共施設図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１７
	地下埋設物平面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１８
	地下埋設物断面図
	Ｓ＝１／５００　以上


４　公園等に関係する課提出分

	番号
	書　　　類
	備　　　　　　　考

	１
	開発行為事前協議申請書
	（参考様式第１）

	番号
	図　　　面
	縮　　　　　　　尺

	１
	開発区域位置図
	Ｓ＝１／２５，０００　以上

	２
	開発区域図
	Ｓ＝１／２，５００　以上

	３
	現況図
	Ｓ＝１／２，５００　以上

	４
	求積図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	５
	土地利用計画図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	６
	造成計画平面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	７
	公園平面図
	Ｓ＝１／２５０　以上

	８
	公園施設配置図、構造図
	Ｓ＝１／５０以上 使用材料一覧表添付

	９
	新公共施設図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１０
	消防水利図（防火水槽）
	


（都外）

５　排水施設に関係する課提出分

	番号
	書　　　類
	備　　　　　　　考

	１
	開発行為事前協議申請書
	（参考様式第１）

	２
	流量計算書
	

	番号
	図　　　面
	縮　　　　　　　尺

	１
	開発区域位置図
	Ｓ＝１／２５，０００　以上

	２
	開発区域図
	Ｓ＝１／２，５００　以上

	３
	現況図
	Ｓ＝１／２，５００　以上

	４
	公　図
	

	５
	求積図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	６
	土地利用計画図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	７
	造成計画平面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	８
	排水施設計画平面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	９
	排水施設縦横断面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１０
	排水施設構造図
	Ｓ＝１／５０　以上

	１１
	排水区域割平面図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	１２
	排水流域図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	１３
	公共施設の新旧対照図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１４
	新公共施設図
	Ｓ＝１／５００　以上


６　その他

　（１）関係課協議において、その他必要な図書を求められたときは、その指示に従うものとする。

　（２）上記に掲げる以外の関係課と協議をするときは、その指示に従うものとする。

　（３）提出図面で兼用可能なものは、兼用してもよい。

（都外）

（別表２）
公共施設移管登記書類届出に必要な図書（参考）

	番号
	書　　類
	部数
	備　　　　　考

	１
	公共施設移管登記書類届出書
	１
	（参考様式第４）

	２
	登記承諾書
	２
	日付は記入しないこと。

	３
	位　置　図
	２
	２，５００分の１

	４
	宇  図（合成字図が望ましい）
	２
	作成年月日、作成者氏名を記入のうえ捺印

	５
	土地登記簿謄本
	２
	抵当権等を抹消すること。

	６
	印　鑑　証　明
	２
	土地の所有者（法人及び個人）

	７
	資格証明書
	２
	法人の場合

	８
	土地実地調査書
	２
	地目変更を要する場合に、必要です。

（予め地目変更しておくことが望ましい）


（注）　２部提出のうちの１部は、複写可

（都外）
（別表３）

公共施設管理引継に必要な図書（参考）

１ 共通事項

　 　ア　字図は、作成年月日、作成者氏名を記入のうえ捺印のこと。

　 　イ　確定測量図は、公共座標による。

　 　ウ　確定測量図には、引照点、境界杭、又は境界プレートの位置を記入すること。

　 　エ　提出図面は、兼用可能なものは兼用してよい。

２ 道路管理に必要な書類
	図書名
	縮　　　　尺
	種　別
	部　数
	備　　　考

	位置図
	１／２５００　以上
	
	１
	

	字図
	
	複　写
	１
	（新地番のもの）

	確定測量図
	１／５００　以上
	原　図
	１
	マイラー紙

	土地利用計画図
	
	複　写
	１
	

	排水施設平面図
	
	同　上
	１
	

	道路構造図
	
	同　上
	１
	

	地下埋設物平面図
	
	原　図
	１
	マイラー紙

	地下埋設物断面図
	
	同　上
	１
	同　　　上

	植樹桝構造図
	
	複　写
	１
	


３ 公園管理に必要な書類

	図書名
	縮　　　　尺
	種　別
	部　数
	備　　　考

	位置図
	１／２，５００以上
	
	１
	

	字図
	
	複　写
	１
	

	確定測量図
	１／２５０以上
	原　図
	１
	マイラー紙

	土地利用計画図
	
	複　写
	１
	

	完成公園平面図
	
	原　図
	１
	マイラー紙

	完成施設構造図
	
	複　写
	１
	

	地下埋設物平面図
	
	同　上
	１
	

	地下埋設物断面図
	
	同　上
	１
	

	１　水道については、管理引継時点において上下水道局指定の給水装置所有者変更届を提出してください。

２　電気については、管理引継時点において照明装置所有者変更届を提出してください。




（都外）
４ 排水施設（汚水）管理に必要な書類
	図書名
	縮　　　　尺
	種　別
	部　数
	備　　　考

	位置図
	１／２，５００以上
	
	１
	

	字図
	
	複　写
	１
	

	確定測量図
	１／５００　以上
	原　図
	１
	マイラー紙

	排水施設平面図
	
	複　写
	１
	

	排水区域割平面図
	
	同　上
	１
	

	排水施設縦断面図
	
	同　上
	１
	

	排水施設横断面図
	
	同　上
	１
	

	排水施設構造図
	
	同　上
	１
	

	排水流域図
	
	同　上
	１
	

	完工図
	
	同　上
	１
	

	流量計算書
	
	同　上
	１
	


５ 消防水利管理に必要な書類

　（防火水槽）

	図書名
	縮　　　　尺
	種　別
	部　数
	備　　　考

	位置図
	１／２，５００以上
	
	１
	

	字図
	
	複　写
	１
	

	確定測量図
	
	原　図
	１
	マイラー紙

	構造図
	
	複　写
	１
	


　（消火栓）

	図書名
	縮　　　　　尺
	種　別
	部　数
	備　　　考

	位置図
	１／２，５００以上
	
	１
	

	給水施設計画平面図
	
	
	１
	


都市計画区域外における開発行為事務取扱フロー








一一一一








-








（都外）





一








農地法・農振法


森林法　等


必要な法手続きその他協議・指導














⑦指導・助言





⑩





⑭手直し等の指示





市





開発行為の場合





③





＊開発行為事前協議申請書


（参考様式第１）


＊公共公益施設に関する同意協議書


　（参考様式第２）





⑧





⑨同意・協議結果報告





開発行為に関する同意協議結果報告書


（様式第２号）








工事着手





開発行為変更等届出書


（様式第３号）








関係部局・課


(総合支所�課)








（⑫指導・助言）











⑮要綱第６条第３項協議に基づく公共施設の管理





⑯移管手続





農地・山林の場合





①開発相談





開発指導課


（総合支所・


　　建設課）








開発構想





②手続きの依頼





3,000㎡以上～


10,000㎡未満が対象








④開発行為事前届出





開発指導課











基本計画


・


実施設計





⑤助言





＊必要に応じて公共施設に関する協議








関係部局・課


(総合支所�課)








⑥開発行為事前協議





設計完了





開発指導課





開発計画に変更等がある場合


（⑪開発行為変更等届出）





開発指導課





＊公共施設工事完了届


（参考様式第３）


＊公共施設移管登記書類届出書


　（参考様式第４）





公共施設の寄付がある場合


⑬確認検査　





公共施設管理課





工事完了





公共施設管理課





引き取り検査

















＊公共施設管理引継書


（参考様式第５）





事業者





農政部局等


（農政企画課・


農林水産課・


農業委員会等）





開発行為事前届出書


（様式第１号）
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